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（2012 年 10 〜 11 月実施）。
図 2　ミャンマーの投資環境上の問題点
（複数回答、n＝ 5、製造業者のみ）








を引くのは、ヤンゴンから東南二三キロのティラワ経済特区（ＳＥＺ）開発だろう。日緬官民が一体となって二四〇〇ヘクタール いう広大な土地の開発を進めるという象徴的 案件である。政府間合意を踏まえ、日本側 民間企業、住友商事、丸紅、三菱商事の三社は、二〇一二年夏ごろから同特区対象エリアの ち四〇〇ヘクタール
分
の
先
行
開
発
エ
リ
ア「
C
lass-A
地
区」の開発プロジェクトについ
て事業化調査や環境影響調査など
を行ってきたが、最終的に均等出資
に
よ
り「
エ
ム・
エ
ム・
エ
ス・
テ
ィ
ラ
ワ
社（
Ｍ
Ｍ
Ｓ
Ｔ
）」
を
設
立
した。一方、ミャンマー側も、民間
企
業
九
社
に
よ
り、
「
ミ
ャ
ン
マ
ー・
テ
ィ
ラ
ワ・
Ｓ
Ｅ
Ｚ・
パ
ブ
リック・ホールディング（ＭＴＳＥ
Ｚ
Ｐ
Ｈ
）」
を
設
立。
両
社
な
ら
び
に
テ
ィ
ラ
ワ
Ｓ
Ｅ
Ｚ
運
営
委
員
会
（
ミ
ャ
ン
マ
ー
政
府
）
は、
二
〇
一
三
年一〇月二九日、
「
C
lass-A
地
区」
開発の事業主体となる日緬共同事業体として「ミャンマー・ジャパン・ティラワ・ディベロップメント
株
式
会
社（
Ｍ
Ｊ
Ｔ
Ｄ
）」
の
設
立
に署名した。一二月末現在、経済特区法の改正法成立を待っているところだが、一一月三〇日には起工式が行われ二〇一五年の一部開業を目指し、造成が始まっている（造
成
は、
五
洋
建
設
と
ミ
ャ
ン
マ
ー
建
設
会
社
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
が
受
注
）。
こ
れ
に
関
連
し、
日
本
政
府
も、ティラワ地区インフラ開発計画（
電
力
関
連
施
設
整
備、
港
湾
拡
張）として二〇〇億円の円借款をミャンマーに供与することになった。全国的なインフラ開発には多大
な
資
金
と
時
間
が
必
要
だ
が、
（
住
民移転の問題などもあるものの）地域を限定して開発を進めること
は、多くの雇用創出が見込める製造業進出の足掛かりを作る案件として注目される。　
もっとも、インフラ案件と言っ
ても、すべてを日本企業が受注できている訳ではない。二〇一三年六月の外資導入に向けた携帯電話事業、また、八月のヤンゴン空港拡張・運営事業、ヤンゴンの北に位置するバゴー管区でのハンタワディ新空港開発事業、それぞれに係る入札では日本勢は落札を逃た（空港関連二案件と同時に行われたマンダレー国際空港では、ＪＡＬＵＸ、三菱商事 地場企業ＳＰＡのコンソーシアムが落
札
し
て
い
る
）。
そ
れ
ぞ
れ
受
注
が
期待された大型案件であったことも
あ
り、
日
本
の
関
係
者
の
間
に
ショックが広がったことは事実である。とはいえ、バゴーの空港案件
で
は
補
欠
に
日
本
勢
が
入
っ
て
お
り、入札は優先交渉権を落札した状態であるため、落札者とミャンマー政府とのその後の契約交渉によっては、日本勢が受注できる可能性も無くはない。　
最近では、投資は二〇一五年の
次期総選挙の結果をみてからと中長期的な政治的安定性を懸念する声
も
聞
か
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
が、
ミャンマーの新たな国づくりは着実に進んでいる。すでに対ミャンマー・ビジネスの門は開いたとはいえ、日系企業進出の幅も着実に広がってきている。二〇一三年一二月、日本とミャンマーは二国間投資協定に署名した。国内手続きを待つ必要があるが、日系企業の投資の後押しとなるだろう しかし、現状では投資環境上の課題は少
な
く
な
い。
特
に
製
造
業
進
出
の
ハードルは依然として高い。少なくともこの数年は、他国政府・企業との競争も激しくなっているもの
の、
日
緬
官
民
が
協
力
し
て
ソ
フ
ト、ハード インフラ整備に注力し、将来の産業発展の基礎を作る時期といえるだろう。（こ
じ
ま
　
え
い
た
ろ
う
／
日
本
貿
易
振
興機構（ＪＥＴＲＯ）
　
海外調査部）
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準備工事が始まったティラワSEZ（2013年 12月 28日筆者
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